
板橋区定期利用保育事業運営費補助要綱 

（平成２４年２月１日区長決定） 

（平成２５年４月１日一部改正） 

（平成２８年３月１５日一部改正） 

（平成３０年１月２６日一部改正） 

（平成３１年２月２５日一部改正） 

（令和２年２月２０日一部改正） 

（令和３年２月１２日一部改正） 

（令和３年４月１日一部改正） 

（令和４年３月４日一部改正） 

（令和５年２月２０日一部改正） 

（令和６年３月１日一部改正） 

（令和７年２月１３日一部改正） 

（目的） 

第１条 この要綱は、板橋区定期利用保育事業実施要綱（平成２４年２月１日区長決定。

以下「区実施要綱」という。）及び板橋区空き保育室活用型定期利用保育事業実施要綱

（平成３０年１月２６日区長決定。以下「空き保育室実施要綱」という。）に基づき行

われる事業に対して、区実施要綱第１４条及び空き保育室実施要綱第１４条の規定によ

り補助をするに当たっての算定基準及び手続を定め、事業の円滑な執行を図ることを目

的とする。 

（補助対象事業） 

第２条 この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、区実施要

綱第１１条第１項又は空き保育室実施要綱第１１条第１項に基づく板橋区定期利用保育

事業申請書を提出し、審査の結果、板橋区長（以下「区長」という｡）が決定したものと

する。 

（補助対象児童） 

第３条 この補助金の対象となる児童は、区実施要綱第３条又は空き保育室実施要綱第３

条で規定する入所対象児童で、補助事業による保育を受けた児童とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が特に認める児童は、この補助金の対象とすることが

できる。 

（補助金の交付） 

第４条 この要綱による補助金額は、別表１から別表４までに定める補助金額の合計額を、

予算の範囲内において事業者に交付する。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付申請は、次に掲げる書類を区長に提出して行うものとする。 

（１）運営費補助金交付申請書（別記様式第１号） 

（２）児童名簿 

（３）その他必要な書類 

２ 事業者は、区実施要綱第１１条又は空き保育室実施要綱第１１条の規定による指定を

受けた日の属する年度の翌年度以降、毎年６月分の交付申請時（同月分の交付申請をし

ない場合にあっては、同月後の同月に最も近い月分の交付申請時）に、前項に掲げる書

類に加えて、法人住民税を滞納していないことを証する書類（法人住民税の領収書の写



し又は納税証明書。ただし、非課税の場合は申告書（控）の写し、免除の場合は免除決

定通知書の写し）を区長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の補助金の交付申請があったときは、補助金を交付することが適当

か否かを審査し、補助金を交付することが適当であると決定したときは、申請者に通知

するものとする。 

（補助金の交付） 

第７条 区長は、前条の交付決定を受けた事業者から補助金交付請求書（別記様式第２号）を

受領した後、補助金を事業者に交付する。 

（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第８条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消し、交付した補助金の全部又は一部について、期限を定めて返還させること

ができる。 

（１）交付申請の申告内容に誤りのあったとき。 

（２）偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

（３）補助金を他の目的に使用したとき。 

（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づく命令に違反 

したとき。 

（５）区実施要綱又は空き保育室実施要綱に基づく指定が取消しとなったとき。 

（６）前各号に掲げる場合のほか、区長が補助金の返還が必要であると認めたとき。 

２ 前項の規定は、第１０条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後も適用する。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた事業者は、当該会計年度の終了後、翌年度４月末日までに

区長に対し、収支の状況を証する書面等を添えて事業の実績報告書を提出しなければな

らない。 

２ 補助金の交付を受けた事業者は、補助金と補助対象事業に係る会計書類を整備し、こ

れを当該補助対象事業の属する会計年度終了後５年間保管しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第１０条 区長は､前条の規定による実績報告等の審査及び必要に応じて行う現地調査に

より、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認

めたときは、補助金の額を確定し事業者に通知する。 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１１条 補助金の交付を受けた事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費

税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税等

仕入控除税額報告書により別に定める日までに区長に報告しなければならない。た

だし、事業者が全国的に事業を展開する組織の支部、支社、支所等であって、自ら

消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等（以下「本部等」とい

う。）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等

の申告内容に基づき報告を行うものとする。 
２ 区長は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一

部の返還を命ずることができる。 
３ 区長は、補助事業者が第１項の報告を行わない場合には、この補助金の全部又は一



部の返還を命ずることができる。 

（準用） 

第１２条 補助金の交付にあたっては、この要綱に定めるもののほか、東京都板橋区補助

金等交付規則(昭和４２年板橋区規則第３号)によるものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱の実施に関し必要な事項は、子ども家庭部長が定める。 

付 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行する。ただし、平成２７年４月１日から適用する。 

 付 則 

この要綱は、区長決定の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。ただし、板

橋区空き保育室活用型定期利用保育事業実施要綱に係る改正部分は、平成３０年４月１日

から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和５年２月２０日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和７年２月１３日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

 

別表１(第４条関係) 

  別表２及び別表３に該当しない場合 

利用時間４時間未満一人当たり ２，５００円 

利用時間４時間以上８時間以内一人当たり ５，０００円 

 別表２(第４条関係) 

  区実施要綱で規定する定期利用保育事業を、東京都一時預かり事業・定期利用保育事

業実施要綱（平成７年１０月２３日７福子推第２７６号決定）の第３の２（２）ウ及び

エに該当する専用施設で実施する場合 



利用時間４時間未満一人当たり ２，６００円 

利用時間４時間以上８時間以内一人当たり ５，２００円 

別表３(第４条関係) 

  空き保育室実施要綱に基づき空き保育室活用型定期利用保育事業を実施する場合 

  【運営費】 

利用時間１１時間以内一人当たり（月額） １７０，０００円  

  

 別表４(第４条関係) 

  空き保育室実施要綱に基づき空き保育室活用型定期利用保育事業を実施する場合 

  【保育サービス推進加算】 

利用日数１８日以上一人当たり ２,９２０円 

利用日数１６日以上１８日未満一人当たり １,４６０円 

（算定方法） 

対象児童ごとに補助単価×該当利用月における延べ利用日数に応

じて、該当する月のみ算定する。 

   
 



別記様式第１号（第５条関係） 
年  月  日 

 

運営費補助金交付申請書 

 

（宛先）板橋区長 
住 所 
名 称 
代表者                

 

板橋区定期利用保育事業運営費補助要綱第５条の規定に基づき、下記のとお

り補助金の交付を申請いたします。 

 

記 

 

１ 対象施設及び所在地 
施設名： 
所在地： 

 

２ 補助金交付申請額（    年  月分） 
￥          － 

（内訳） 
 
 
 
 
 
 
３ 添付書類   



別記様式第２号（第７条関係） 
年  月  日 

 
補助金交付請求書 

 
（宛先）板橋区長 
 

住 所 
名 称 
代表者              

 
板橋区定期利用保育事業運営費補助要綱第７条の規定に基づき、下記のとお

り補助金を請求いたします。 
 

記 
 
１ 対象施設及び所在地 

施設名： 
所在地： 

 
２ 請求金額（     年  月分） 

￥          － 
 
《内訳》 
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